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●この改革を進めてきた元社会保障改革担当室長の
監修による信頼できる確かな内容です。

●各種報告書、関係法案などの主要な資料がまとめ
られており、この一冊で社会保障制度改革の大き
な流れを把握することができます。

●資料から現在社会が直面している社会保障の問題
を把握し、改革の必要性を認識することができ、
地方自治体などが抱える個別の施策、各制度との
繋がりが分かり、今後の政策を考える上での参考
とすることができます。

●社会保障の財源となる消費税との関係性を理解す
ることができます。

●検討過程の様々な会議等をとりまとめてきた清家
篤氏、初代の社会保障改革担当室長である中村秀
一氏による巻頭言を収録しています。

「社会保障と税の一体改革」の流れをつかみ、
改革の流れと背景など全体像を理解するための資料集
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あらまし 
１． 社会保障・税一体改革の黎明（平成20～21年）
（１）社会保障国民会議と閣議決定「持続可能な社会保障の

構築とその安定財源確保に向けた『中期プログラム』」 
（２）税制改正法附則第104条と安心社会実現会議 

２． 「社会保障・税一体改革成案」までの動き（平成22年11月～
平成23年７月）
（１）社会保障改革に関する有識者検討会
（２）政府・与党社会保障改革検討本部（第１回、第２回）
（３）閣議決定「社会保障改革の推進について」
（４）社会保障改革に関する集中検討会議
（５）政府・与党社会保障改革検討本部（第５回・第６回、成案

決定会合第１回～第５回）
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＜クレジ トカ ドでもお支払いいただけます＞

詳 細・お申し 込 みはコチラ

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。
＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
ご利用いただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

平成　　　　年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社
ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お問
合せフォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974
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あらまし
１． 「社会保障・税一体改革大綱」までの動き（平成23年8月～平
成24年2月）
（１）「社会保障・税一体改革成案」の具体化に向けた動き
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第１章資料
（１）中間とりまとめ（平成19年11月21日　自由民主党財政

改革研究会）
（２）当面の財政運営についてー税制の抜本的な改革に向け

てー（平成20年６月11日　自由民主党財政改革研究会） 
（３）社会保障国民会議 最終報告（平成20年11月４日　社会

保障国民会議）
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（15）【年金】 公的年金制度の持続可能性の向上を図るための

国民年金法等の一部を改正する法律（概要）
（16）【年金】 公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強

化等のための国民年金法等の一部を改正する法律の一
部を改正する法律（概要）

（17）社会保障制度改革推進法（平成24年８月22日法律第64号）
（18）持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推

進に関する法律（平成25年12月13日法律第112号　最
終改正：平成28年11月28日）
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（１）一体改革・広報に関する基本方針（平成24年１月20日　

関係５大臣会合合意）
（２）社会保障・税一体改革大綱について（平成24年２月17日

　閣議決定）
（３）社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改

革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律
案及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本
的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一
部を改正する法律案の国会提出に伴う今後の対応につ
いて（平成24年３月30日　閣議決定）

（４）社会保障・税一体改革シンポジウム開催実績（平成23年
11月～12月）

（５）「明日の安心」対話集会開催実績（平成24年２月～８月　
全国69カ所で実施）
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（１）社会保障・税一体改革に関する三党実務者間会合合意文

書（平成24年６月15日）
（２）三党確認書（平成24年６月21日）
（３）社会保障・税一体改革に係る３党協議に基づく修正につ

いて（全体像）（平成24年11月30日　第１回社会保障制
度改革国民会議　資料３（抄））

（４）社会保障制度改革推進法のポイント（平成24年11月30
日　第１回社会保障制度改革国民会議　資料３（抄））

（５）社会保障・税一体改革関連　参考資料（平成24年11月
30日　第１回社会保障制度改革国民会議　参考資料３）

（６）社会保障制度改革国民会議報告書～確かな社会保障を
将来世代に伝えるための道筋～（平成25年８月６日　社
会保障制度改革国民会議）

（７）社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上
の措置」の骨子について（平成25年８月21日　閣議決定）

（８）社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上
の措置」の骨子による社会保障制度改革の工程表（平成
29年度まで）（平成25年９月10日　関係６大臣の打合
せで確認）

（９）「 社会保障・税一体改革による社会保障の充実・安定化に
ついて」（平成25年10月15日　関係６大臣が確認の上、
公表）

（10）持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推
進に関する法律概要
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１． 社会保障・税一体改革関連法案の国会審議と関連８法案の成
立（平成24年５～８月）
（１）国会審議と民自公三党合意
（２）三党合意
（３）社会保障・税一体改革関連８法の成立

２． 社会保障制度改革国民会議と社会保障制度改革プログラム
法の成立（平成24年８月～平成25年８月）
（１）社会保障制度改革推進法
（２）社会保障制度改革国民会議
（３）社会保障制度改革国民会議報告書の概要

３． 閣議決定「社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく
『法制上の措置』の骨子について」（平成25年８月21日）

４． 社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措
置」の骨子による社会保障制度改革の工程表【平成29年度ま
で】（平成25年９月10日）

５． 社会保障制度改革プログラム法案（持続可能な社会保障制度
の確立を図るための改革の推進に関する法律案）の国会提
出・成立

「持続可能な社会保障制度の確立を図るため
の改革の推進に関する法律」の成立まで
（平成24年５月～平成25年12月）

第３章

あらまし 
１． 社会保障制度改革推進本部（平成26年１月～）
（１）第１回会合（平成26年２月14日）
（２）第２回会合（平成26年７月１日）
（３）第３回会合（平成27年１月13日）
（４）第４回会合（平成28年12月22日）

２． 社会保障制度改革推進会議（平成26年６月～）
３． 改革関連法案の動き
（１）平成26年通常国会
（２）平成27年通常国会
（３）平成28年通常国会・臨時国会
（４）平成29年通常国会

社会保障制度改革プログラム
法に基づく改革の推進
（平成26年１月～）

第４章

第４章資料
（１）医療保険制度改革骨子（平成27年１月13日　社会保障

制度改革推進本部決定）
（２）社会保障制度改革のスケジュール等について（平成27年

１月13日　社会保障制度改革推進本部了承）
（３）今後の社会保障改革の実施について（平成28年12月22

日　社会保障制度改革推進本部決定）
（４）平成29年度の社会保障の充実・安定化等について（抄）

（平成28年12月22日　社会保障制度改革推進本部了
承）
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